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　　　　一人ひとりの尊厳と人権が尊重され、だれもが自分らしく生きることのできる社会へ

1 人権尊重

地域共生の実現

現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●同和問題や女性、子ども、高齢
者、障害のある人、外国人、患
者等に対する人権問題など、
様々な人権問題が依然として
存在しており、人権教育・啓発
の進め方にも、更なる工夫が
求められています。

●インターネットの普及など時
代の変化に伴って、新たな人
権侵害が増加しています。

●少子高齢化の進展など社会を
取り巻く情勢は大きく変化し
ており、子どもや高齢者、障害
のある人などだれもが暮らし
やすい社会が求められていま
す。

●建物や製品等について、すべ
ての人がはじめから安心・安全
に利用できるユニバーサルデ
ザインの考え方が広まってお
り、高齢化や国際化の進展に
的確に対応するために、さら
なる普及促進が求められてい
ます。

○府民参画型の人
権教育・啓発の実
施や国、市町村、Ｎ
ＰＯ等と連携した
人権相談システム
の充実等により、
様々な人権問題の
解決に取り組みま
す。

○誰もが安心して行
き来できるしくみ
やまちづくりなど
の取組により、ユ
ニバーサルデザイ
ンの考え方を実現
し、一人ひとりが自
立でき、また、支え
あえるやさしい社
会をつくります。

人権侵犯事件数（年間）

京都おもいやり駐車場利
用証制度協力施設数

ノンステップバスの導入比
率

府内全鉄道駅舎数のうち、
段差解消等対策実施済駅
舎数の割合（平均利用者
数3,000人／日以上の駅
舎が対象）

法務省「人権侵犯
事件統計」

実態把握
（登録実績）

国土交通省「自動
車交通関係移動
等円滑化実績等」

実態把握
（鉄道事業者から
の聞き取り）

減少

基準値の50％増

国土交通省「移動等
円滑化の促進に関す
る基本方針」と同じ

国土交通省「移動等
円滑化の促進に関す
る基本方針」と同じ
（全対象駅舎で対策
完了）

761件
（平成25年）

1,005施設
（平成25年度末）

52.7%
（平成24年度）

81.0%
（平成25年度）

●同和問題や女性、子ども、高齢者、障害のある人、外
国人、患者等に対する人権問題など、様々な人権問
題について、解決に向けた人権教育・啓発等の施策
を推進するとともに、インターネット上での人権侵害
や街頭で公然と行われる差別的な言動などの新た
な課題に対応した取組を進めます。

●インターネット上の人権侵害への対策として、モニ
タリングを実施し、問題のある書き込みについては、
法務局や関係機関と連携して削除要請等により対応
します。

●人権に係る相談窓口の情報共有や合同研修の実施
等により連携を進め、人権相談の適切な対応に取り
組みます。

●関係機関やＮＰＯ等と連携し、人権啓発の取組を推
進するとともに、イベントの開催等に若者の参画を
促し、ざん新な発想やアイデアを取り入れた事業を
推進します。

●高齢等を理由に民間賃貸住宅への入居を拒否され
ることのないようにするなど、高齢者等が住み慣れ
たまちで住宅に入居しやすい環境づくりを推進しま
す。

●外国籍の府民が、言語や文化の壁を越えて府内で安
心・安全でいきいきと暮らせるように、府民・産学公が
連携し、外国籍の府民をサポートする団体の取組等
を支援します。

●様々な人権問題に関して調査・研究を行う公益財団
法人世界人権問題研究センターの活動を支援し、研
究成果を広く内外に発信、還元することにより、人権
問題の解決につなげます。

●「京都府障害のある人もない人も共に安心していき
いきと暮らしやすい社会づくり条例」や「京都府福祉
のまちづくり条例」などにより、障害の有無にかかわ
らず国民だれもが互いに人格と個性を尊重しあう共
生社会の実現、人権尊重の社会づくりに取り組みま
す。

●子どもや高齢者、障害のある人等に配慮した施設等
の情報発信、だれもが憩い遊べる公園づくり、「京都
おもいやり駐車場利用証制度」の普及等を通じて、
だれもが安心して行き来できるユニバーサルデザイ
ンのしくみづくりに取り組みます。

●高齢者や子育て世帯はもとより、多様な世帯が居住
し交流できる府営住宅等を整備し、ユニバーサルデ
ザインの考え方によるまちづくりを推進します。

－

1,500施設
（平成30年度末）

70%
（平成32年度）

100%
（平成32年度）

人権が尊重され
る社会づくりが
進むこと

ユニバーサルデ
ザインの考え方
によるまちづく
りや施設、商品
等が増えること

様々な人権問題
の解決に取り組
むこと

ユニバーサルデ
ザインの考え方
に基づく社会を
つくること
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同和問題や女性、子ども、高齢者、障害のある人、外国人、患者等に対する人権問題など、様々な人権問題が依
然として存在している中にあって、京都府は、一人ひとりの尊厳と人権が尊重され、だれもが自分らしく生きる
ことのできる社会の実現に向かって進んでいきたいと考えています。
そして、このような社会の実現に向かっているかどうかや、基本目標の達成状況について、測定指標によって確認・
点検していくこととします。

現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●同和問題や女性、子ども、高齢
者、障害のある人、外国人、患
者等に対する人権問題など、
様々な人権問題が依然として
存在しており、人権教育・啓発
の進め方にも、更なる工夫が
求められています。

●インターネットの普及など時
代の変化に伴って、新たな人
権侵害が増加しています。

●少子高齢化の進展など社会を
取り巻く情勢は大きく変化し
ており、子どもや高齢者、障害
のある人などだれもが暮らし
やすい社会が求められていま
す。

●建物や製品等について、すべ
ての人がはじめから安心・安全
に利用できるユニバーサルデ
ザインの考え方が広まってお
り、高齢化や国際化の進展に
的確に対応するために、さら
なる普及促進が求められてい
ます。

○府民参画型の人
権教育・啓発の実
施や国、市町村、Ｎ
ＰＯ等と連携した
人権相談システム
の充実等により、
様々な人権問題の
解決に取り組みま
す。

○誰もが安心して行
き来できるしくみ
やまちづくりなど
の取組により、ユ
ニバーサルデザイ
ンの考え方を実現
し、一人ひとりが自
立でき、また、支え
あえるやさしい社
会をつくります。

人権侵犯事件数（年間）

京都おもいやり駐車場利
用証制度協力施設数

ノンステップバスの導入比
率

府内全鉄道駅舎数のうち、
段差解消等対策実施済駅
舎数の割合（平均利用者
数3,000人／日以上の駅
舎が対象）

法務省「人権侵犯
事件統計」

実態把握
（登録実績）

国土交通省「自動
車交通関係移動
等円滑化実績等」

実態把握
（鉄道事業者から
の聞き取り）

減少

基準値の50％増

国土交通省「移動等
円滑化の促進に関す
る基本方針」と同じ

国土交通省「移動等
円滑化の促進に関す
る基本方針」と同じ
（全対象駅舎で対策
完了）

761件
（平成25年）

1,005施設
（平成25年度末）

52.7%
（平成24年度）

81.0%
（平成25年度）

●同和問題や女性、子ども、高齢者、障害のある人、外
国人、患者等に対する人権問題など、様々な人権問
題について、解決に向けた人権教育・啓発等の施策
を推進するとともに、インターネット上での人権侵害
や街頭で公然と行われる差別的な言動などの新た
な課題に対応した取組を進めます。

●インターネット上の人権侵害への対策として、モニ
タリングを実施し、問題のある書き込みについては、
法務局や関係機関と連携して削除要請等により対応
します。

●人権に係る相談窓口の情報共有や合同研修の実施
等により連携を進め、人権相談の適切な対応に取り
組みます。

●関係機関やＮＰＯ等と連携し、人権啓発の取組を推
進するとともに、イベントの開催等に若者の参画を
促し、ざん新な発想やアイデアを取り入れた事業を
推進します。

●高齢等を理由に民間賃貸住宅への入居を拒否され
ることのないようにするなど、高齢者等が住み慣れ
たまちで住宅に入居しやすい環境づくりを推進しま
す。

●外国籍の府民が、言語や文化の壁を越えて府内で安
心・安全でいきいきと暮らせるように、府民・産学公が
連携し、外国籍の府民をサポートする団体の取組等
を支援します。

●様々な人権問題に関して調査・研究を行う公益財団
法人世界人権問題研究センターの活動を支援し、研
究成果を広く内外に発信、還元することにより、人権
問題の解決につなげます。

●「京都府障害のある人もない人も共に安心していき
いきと暮らしやすい社会づくり条例」や「京都府福祉
のまちづくり条例」などにより、障害の有無にかかわ
らず国民だれもが互いに人格と個性を尊重しあう共
生社会の実現、人権尊重の社会づくりに取り組みま
す。

●子どもや高齢者、障害のある人等に配慮した施設等
の情報発信、だれもが憩い遊べる公園づくり、「京都
おもいやり駐車場利用証制度」の普及等を通じて、
だれもが安心して行き来できるユニバーサルデザイ
ンのしくみづくりに取り組みます。

●高齢者や子育て世帯はもとより、多様な世帯が居住
し交流できる府営住宅等を整備し、ユニバーサルデ
ザインの考え方によるまちづくりを推進します。

－

1,500施設
（平成30年度末）

70%
（平成32年度）

100%
（平成32年度）

人権が尊重され
る社会づくりが
進むこと

ユニバーサルデ
ザインの考え方
によるまちづく
りや施設、商品
等が増えること

様々な人権問題
の解決に取り組
むこと

ユニバーサルデ
ザインの考え方
に基づく社会を
つくること
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　　　　地域の課題解決に向け、地域のみんなが連携・協働する社会へ

2 地域力再生
現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●多様化・複雑化する住民ニー
ズや地域課題への的確な対応
が求められる中、これまで行政
が中心的に担ってきた子育
て、青少年育成、高齢者福祉
等の様々な公共的サービス
を、ＮＰＯや大学、企業等の多
様な主体が担うケースが増大
しています。

●平成24年に、京都府ソーシャ
ル・ビジネスセンターを立ち上
げ、ビジネス的な手法を用い
て地域の活性化を図る地域力
ビジネスの推進に取り組んで
きましたが、今後、更に多様な
分野でこうした地域に根ざし
たビジネスを創出していくこ
とが求められています。

●行政の箇所付け等に沿って進
められてきた道路や河川の整
備等の公共事業等について、
住民の暮らしの中での気付き
や提案等をもとにして事業箇
所を決定する取組が拡大して
います。

○地域の課題解決や
魅力アップを進め
る活動への支援、
また自治会、ＮＰ
Ｏ、大学、企業、行
政等が対等の立場
で結び付き、地域
課題の解決を図る
プラットフォームに
よる活動等を通じ
て、府民の力を地
域づくりにいかし
ます。

○仕事や新しい生き
方を生み出し、地
域課題の解決を図
るソーシャル・ビジ
ネスを支援しま
す。

○府民の気付きや発
意により事業を行
う府民参画型の事
業手法を様々な分
野で展開し、住民
と行政の協働を拡
充します。

地域力再生交付金による
事業実施延べ団体数（累
計）

地域力再生プラットフォー
ムにより生み出された協
働事業数（年間）

プロボノ派遣による事業
内容等を改善した団体数
（累計）

まちの公共員を配置し、地
域課題に取り組む地域数
（累計）

地域力ビジネスの創出数
（累計）

府民公募型整備事業及び
地域主導型公共事業の参
加延べ人数（累計）

実態把握
（事業実績）

実態把握
（事業実績）

実態把握
（事業実績）

実態把握
（事業実績）

実態把握
（事業実績）

実態把握
（事業実績）

毎年550団体を支援

基準値の25％増

毎年50団体に派遣

毎年２地域に配置

毎年50件の創出

毎年6,000人以上

災害対応分を除く

平成26年度から
事業実施

平成26年度から
事業実施

基準値は参考表記

3,221団体
（平成25年度まで）

205事業
（平成25年度）

－

－

31件
（平成25年度まで）

6,000人
（平成25年度）

●地域力再生交付金による地域課題の解決に向けた
事業や、行政とＮＰＯ等が協働して課題解決に取り組
むプラットフォーム活動を更に拡大します。

●パートナーシップセンター毎に地域や社会をより良
くしたいと考える府民の活動を生み出す場を設け、
府民主体の活動を支援します。

●自らの職業を通じて培ったスキルや知識を、公共的
活動にボランティアとして提供する「プロボノ人材バ
ンク」を設置し、プロボノと地域力再生活動団体との
マッチングにより、活動団体の地域課題解決をサ
ポートします。

●社会的困難を抱える地域に定着し、仕事を持ちなが
ら公共的な役割を担って、地域の課題解決に取り組
む全国初の「まちの公共員」を配置し、少子高齢化や
人口減少等に対応した新しい社会システムの創出を
進めます。

●府内大学のあらゆる地域連携窓口や関係教員らと
自治体や地域団体等が双方のシーズやニーズを機
動的に伝え合う大学間情報ネットワークを活用し、多
彩な地域連携活動を推進します。

●大学等と市町村や地域団体等が連携・協働して地域
課題の解決や人材育成を行う取組を進めます。

●京都府淀川水系流域自治体会議において、地域の
意見を反映し、まちづくりや環境、防災など総合的な
観点から、地域主導の河川行政に取り組みます。

●各地域に「ソーシャル・ビジネスセンター」を設立する
とともに、「きょうと農商工連携応援ファンド事業」に
よる支援や、一流のデザイナー・経営者等によるスー
パーアドバイザー制度の創設等により、京のソー
シャル・ビジネスの育成に取り組みます。

●地域にソーシャル・ビジネスコーディネーターを設置
し、子育てや高齢者の見守りなど身近なソーシャル・
ビジネスの取組を支援します。

●社会課題の解決に意欲のある企業と地域社会の
ニーズとのマッチングを行うことにより、企業の社会
的価値のある事業活動の促進を図ります。

●地域社会の課題解決を目的に、地域社会に根を下ろ
して活動する社会的企業の創出・育成を図るため、人
材、資金、ノウハウ等の支援を行います。

●府民公募型整備事業や地域主導型公共事業を引き
続き実施するとともに、その理念を福祉や文化など
多様な分野に展開し、府民の気付きや発意を踏まえ
て様々な事業を推進します。

●府民との協働により、道路や河川、公共施設等の公
共空間の整備・活用を進めます。

●清掃や歩道の除雪、危険箇所の通報など比較的簡
易な道路の維持管理を、地域住民の協力を得て実
施します。

6,０00団体
（平成30年度まで）

250事業
（平成30年度）

200団体
（平成27～30年度）

８地域
（平成27～30年度）

281件
（平成30年度まで）

25,000人
（平成27～30年度）

地域課題の解決
に取り組む活動
が拡大すること

仕事や新しい生
き方を生み出
し、地域課題の
解決を図るソー
シャル・ビジネス
が育つこと

公共事業等への
住民参画・協働
が増えること

府民・地域の力
を再生し、新しい
地域づくりに取
り組むこと

住民と行政をは
じめとした多様
な主体の協働を
拡充すること

中
期
計
画    

地
域
共
生
の
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現
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地域コミュニティが衰退し、人々のつながりが希薄化する一方で、多様化・複雑化する住民ニーズや地域課題へ
の的確な対応が求められている中にあって、京都府は、地域の課題解決に向け、地域のみんなが連携・協働する
社会の実現に向かって進んでいきたいと考えています。
そして、このような社会の実現に向かっているかどうかや、基本目標の達成状況について、測定指標によって確認・
点検していくこととします。

現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●多様化・複雑化する住民ニー
ズや地域課題への的確な対応
が求められる中、これまで行政
が中心的に担ってきた子育
て、青少年育成、高齢者福祉
等の様々な公共的サービス
を、ＮＰＯや大学、企業等の多
様な主体が担うケースが増大
しています。

●平成24年に、京都府ソーシャ
ル・ビジネスセンターを立ち上
げ、ビジネス的な手法を用い
て地域の活性化を図る地域力
ビジネスの推進に取り組んで
きましたが、今後、更に多様な
分野でこうした地域に根ざし
たビジネスを創出していくこ
とが求められています。

●行政の箇所付け等に沿って進
められてきた道路や河川の整
備等の公共事業等について、
住民の暮らしの中での気付き
や提案等をもとにして事業箇
所を決定する取組が拡大して
います。

○地域の課題解決や
魅力アップを進め
る活動への支援、
また自治会、ＮＰ
Ｏ、大学、企業、行
政等が対等の立場
で結び付き、地域
課題の解決を図る
プラットフォームに
よる活動等を通じ
て、府民の力を地
域づくりにいかし
ます。

○仕事や新しい生き
方を生み出し、地
域課題の解決を図
るソーシャル・ビジ
ネスを支援しま
す。

○府民の気付きや発
意により事業を行
う府民参画型の事
業手法を様々な分
野で展開し、住民
と行政の協働を拡
充します。

地域力再生交付金による
事業実施延べ団体数（累
計）

地域力再生プラットフォー
ムにより生み出された協
働事業数（年間）

プロボノ派遣による事業
内容等を改善した団体数
（累計）

まちの公共員を配置し、地
域課題に取り組む地域数
（累計）

地域力ビジネスの創出数
（累計）

府民公募型整備事業及び
地域主導型公共事業の参
加延べ人数（累計）

実態把握
（事業実績）

実態把握
（事業実績）

実態把握
（事業実績）

実態把握
（事業実績）

実態把握
（事業実績）

実態把握
（事業実績）

毎年550団体を支援

基準値の25％増

毎年50団体に派遣

毎年２地域に配置

毎年50件の創出

毎年6,000人以上

災害対応分を除く

平成26年度から
事業実施

平成26年度から
事業実施

基準値は参考表記

3,221団体
（平成25年度まで）

205事業
（平成25年度）

－

－

31件
（平成25年度まで）

6,000人
（平成25年度）

●地域力再生交付金による地域課題の解決に向けた
事業や、行政とＮＰＯ等が協働して課題解決に取り組
むプラットフォーム活動を更に拡大します。

●パートナーシップセンター毎に地域や社会をより良
くしたいと考える府民の活動を生み出す場を設け、
府民主体の活動を支援します。

●自らの職業を通じて培ったスキルや知識を、公共的
活動にボランティアとして提供する「プロボノ人材バ
ンク」を設置し、プロボノと地域力再生活動団体との
マッチングにより、活動団体の地域課題解決をサ
ポートします。

●社会的困難を抱える地域に定着し、仕事を持ちなが
ら公共的な役割を担って、地域の課題解決に取り組
む全国初の「まちの公共員」を配置し、少子高齢化や
人口減少等に対応した新しい社会システムの創出を
進めます。

●府内大学のあらゆる地域連携窓口や関係教員らと
自治体や地域団体等が双方のシーズやニーズを機
動的に伝え合う大学間情報ネットワークを活用し、多
彩な地域連携活動を推進します。

●大学等と市町村や地域団体等が連携・協働して地域
課題の解決や人材育成を行う取組を進めます。

●京都府淀川水系流域自治体会議において、地域の
意見を反映し、まちづくりや環境、防災など総合的な
観点から、地域主導の河川行政に取り組みます。

●各地域に「ソーシャル・ビジネスセンター」を設立する
とともに、「きょうと農商工連携応援ファンド事業」に
よる支援や、一流のデザイナー・経営者等によるスー
パーアドバイザー制度の創設等により、京のソー
シャル・ビジネスの育成に取り組みます。

●地域にソーシャル・ビジネスコーディネーターを設置
し、子育てや高齢者の見守りなど身近なソーシャル・
ビジネスの取組を支援します。

●社会課題の解決に意欲のある企業と地域社会の
ニーズとのマッチングを行うことにより、企業の社会
的価値のある事業活動の促進を図ります。

●地域社会の課題解決を目的に、地域社会に根を下ろ
して活動する社会的企業の創出・育成を図るため、人
材、資金、ノウハウ等の支援を行います。

●府民公募型整備事業や地域主導型公共事業を引き
続き実施するとともに、その理念を福祉や文化など
多様な分野に展開し、府民の気付きや発意を踏まえ
て様々な事業を推進します。

●府民との協働により、道路や河川、公共施設等の公
共空間の整備・活用を進めます。

●清掃や歩道の除雪、危険箇所の通報など比較的簡
易な道路の維持管理を、地域住民の協力を得て実
施します。

6,０00団体
（平成30年度まで）

250事業
（平成30年度）

200団体
（平成27～30年度）

８地域
（平成27～30年度）

281件
（平成30年度まで）

25,000人
（平成27～30年度）

地域課題の解決
に取り組む活動
が拡大すること

仕事や新しい生
き方を生み出
し、地域課題の
解決を図るソー
シャル・ビジネス
が育つこと

公共事業等への
住民参画・協働
が増えること

府民・地域の力
を再生し、新しい
地域づくりに取
り組むこと

住民と行政をは
じめとした多様
な主体の協働を
拡充すること
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　　　　自由で開かれた新しいタイプのコミュニティのある社会へ

3 新たなコミュニティづくり
現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●過疎化や都市化、職住分離の
進展等に伴い、住んでいる地
域への愛着や関心が薄れ、地
域の一員としての意識や、生
活上の困りごとなどを隣近所
で解決してきた風潮、「お互い
さま」の気持ちが希薄になり
つつあります。

●インターネットの普及に伴い、
ネット上で情報交換や問題解
決を図ったり、コミュニケー
ションを行ったりする新しい形
のコミュニティが形成されて
きています。

○交流の場づくり、
近所付き合いが進
む住宅の普及、地
域の伝統文化の
継承・復活による
愛着づくりなどに
より、家庭や地域
のコミュニティを
拡充します。

○地域の助け合いを
促進するしくみづ
くりを支援し、人が
つながり支え合う
社会をつくりま
す。

地域活性化や絆の再生に
向けた祭りの復活や交流
イベント等の実施数（年
間）

コミュニティ活動の拠点と
なるよう改修・整備を行っ
た府営住宅の集会所数

認定・仮認定ＮＰＯ法人数
及び個人府民税の寄附金
税額控除対象となる府条
例指定のＮＰＯ法人数（累
計）

地域力再生活動応援事業
による協働連携して寄附
を集める組織への支援数
（累計）

農山漁村地域における空
き家の利活用数（年間）

実態把握
（地域連携組織等
からの聞き取り）

実態把握
（整備実績）

実態把握
（事業実績）

実態把握
（事業実績）

実態把握
（事業実績及びふ
るさとセンター等
からの聞き取り）

基準値の25％増

集会所を有する全て
の府営住宅団地で改
修・整備を実施

毎年４法人増

毎年５組織を支援

基準値の2.3倍

平成26年度から
事業実施

206件
（平成25年度）

25箇所
（平成25年度末）

16法人
（平成25年度まで）

－

22件
（平成25年度）

●地域の伝統文化の継承・復活、都市地域における新
たな住民文化の振興等による世代間交流の活発化
を通じて、地域コミュニティの再生と地域への愛着
づくりを推進します。

●各戸の居住空間とは別に、共有空間を活用して入居
者のコミュニケーションが図られ、近所付き合いが
進むタイプの府営住宅の普及を図ります。

●地縁組織とＮＰＯとのマッチング等により、ＮＰＯの専
門性をいかした地域課題の解決や地域の魅力アッ
プを進めます。

●府民が寄附をしやすくなるよう、京都地域創造基金
への支援や、寄附メニューの魅力化等により、公共
サービスの新たな担い手となる住民活動を地域社
会が支えるしくみづくりを支援します。

●地域社会に不可欠なサービス拠点となっているコン
ビニエンスストア等と連携し、コミュニティにおける
防犯・防災等の取組を実施します。

●市町村や地域団体、企業等と連携し、小学校の廃校
舎や空き家などを活用して、移住・交流の受け皿とな
る住宅や地域のふれあい施設、地域ならではの食材
等を提供する小規模集客交流拠点等の整備に取り
組みます。

●まちなかのにぎわい創出、多様な世代間の交流、高
齢者の住みよいまちづくりなど、地域社会の課題に
的確に対応するため、既存住宅団地の再生支援等に
取り組みます。

260件
（平成30年度）

95箇所
（平成31年度末）

36法人
（平成30年度まで）

20組織
（平成27～30年度）

50件
（平成30年度）

地域住民が交流
する機会が増え
ること

地域社会の中に
様々な支え合
い、助け合いの
しくみができる
こと

にぎわいのある
まちづくりが進
展すること

家庭や地域のコ
ミュニティを拡
充すること

人がつながり支
え合い、にぎわ
いのある社会を
つくること
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小家族化の進展や単独世帯の増加、地域コミュニティの衰退等と相まって、人々のつながりや「お互いさま」の
気持ちなどが希薄化している中にあって、京都府は、自由で開かれた新しいタイプのコミュニティのある社会の
実現に向かって進んでいきたいと考えています。
そして、このような社会の実現に向かっているかどうかや、基本目標の達成状況について、測定指標によって確認・
点検していくこととします。

現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●過疎化や都市化、職住分離の
進展等に伴い、住んでいる地
域への愛着や関心が薄れ、地
域の一員としての意識や、生
活上の困りごとなどを隣近所
で解決してきた風潮、「お互い
さま」の気持ちが希薄になり
つつあります。

●インターネットの普及に伴い、
ネット上で情報交換や問題解
決を図ったり、コミュニケー
ションを行ったりする新しい形
のコミュニティが形成されて
きています。

○交流の場づくり、
近所付き合いが進
む住宅の普及、地
域の伝統文化の
継承・復活による
愛着づくりなどに
より、家庭や地域
のコミュニティを
拡充します。

○地域の助け合いを
促進するしくみづ
くりを支援し、人が
つながり支え合う
社会をつくりま
す。

地域活性化や絆の再生に
向けた祭りの復活や交流
イベント等の実施数（年
間）

コミュニティ活動の拠点と
なるよう改修・整備を行っ
た府営住宅の集会所数

認定・仮認定ＮＰＯ法人数
及び個人府民税の寄附金
税額控除対象となる府条
例指定のＮＰＯ法人数（累
計）

地域力再生活動応援事業
による協働連携して寄附
を集める組織への支援数
（累計）

農山漁村地域における空
き家の利活用数（年間）

実態把握
（地域連携組織等
からの聞き取り）

実態把握
（整備実績）

実態把握
（事業実績）

実態把握
（事業実績）

実態把握
（事業実績及びふ
るさとセンター等
からの聞き取り）

基準値の25％増

集会所を有する全て
の府営住宅団地で改
修・整備を実施

毎年４法人増

毎年５組織を支援

基準値の2.3倍

平成26年度から
事業実施

206件
（平成25年度）

25箇所
（平成25年度末）

16法人
（平成25年度まで）

－

22件
（平成25年度）

●地域の伝統文化の継承・復活、都市地域における新
たな住民文化の振興等による世代間交流の活発化
を通じて、地域コミュニティの再生と地域への愛着
づくりを推進します。

●各戸の居住空間とは別に、共有空間を活用して入居
者のコミュニケーションが図られ、近所付き合いが
進むタイプの府営住宅の普及を図ります。

●地縁組織とＮＰＯとのマッチング等により、ＮＰＯの専
門性をいかした地域課題の解決や地域の魅力アッ
プを進めます。

●府民が寄附をしやすくなるよう、京都地域創造基金
への支援や、寄附メニューの魅力化等により、公共
サービスの新たな担い手となる住民活動を地域社
会が支えるしくみづくりを支援します。

●地域社会に不可欠なサービス拠点となっているコン
ビニエンスストア等と連携し、コミュニティにおける
防犯・防災等の取組を実施します。

●市町村や地域団体、企業等と連携し、小学校の廃校
舎や空き家などを活用して、移住・交流の受け皿とな
る住宅や地域のふれあい施設、地域ならではの食材
等を提供する小規模集客交流拠点等の整備に取り
組みます。

●まちなかのにぎわい創出、多様な世代間の交流、高
齢者の住みよいまちづくりなど、地域社会の課題に
的確に対応するため、既存住宅団地の再生支援等に
取り組みます。

260件
（平成30年度）

95箇所
（平成31年度末）

36法人
（平成30年度まで）

20組織
（平成27～30年度）

50件
（平成30年度）

地域住民が交流
する機会が増え
ること

地域社会の中に
様々な支え合
い、助け合いの
しくみができる
こと

にぎわいのある
まちづくりが進
展すること

家庭や地域のコ
ミュニティを拡
充すること

人がつながり支
え合い、にぎわ
いのある社会を
つくること
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　　　　男女が社会の対等な構成員として様々な場で自己実現できる社会へ

4 男女共同参画
現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●ドメスティック・バイオレンスの
相談件数は、相談体制の整備
等により、近年、大幅に増えて
おり、被害者の安全の確保や
社会的自立のための支援の充
実・強化が必要となっていま
す。

●管理的職業従事者に占める女
性の割合は全国・京都府とも
緩やかな上昇傾向にあるもの
の、なお、日本は、他の先進諸
国と比べて、政治家や企業の
管理職等に占める女性の割合
が低い水準にとどまり、京都府
でも低い水準となっているた
め、古来幾多の女性が活躍し
てきた京都の風土をいかし、
様々な分野で女性の活躍を促
進する必要があります。

●近年、若い世代ほど女性の就
業率が高くなってきているこ
とや、もともと就業率の高い
未婚女性が増えていることに
より、いわゆるＭ字カーブは緩
やかになっていますが、就職を
希望しながら育児・家事等との
両立が困難であるため、求職
活動をしていない女性も数多
く存在しています。

●共働き家庭や単独世帯の増
加、地域コミュニティの弱体化
など社会環境が変化する中
で、働き方の見直しや多様な
働き方の普及など、男女が共
に家事・育児・介護等と仕事が
両立できる環境を整備するこ
とが課題となっています。

○ドメスティック・バ
イオレンス被害者
の一時保護や自立
支援等を行う体制
の拡充を図り、男
女の人権問題の
解決に取り組みま
す。

○男女がともに社会
の対等な構成員と
して自己実現でき
るよう、家庭、地
域、働く場での男
女共同参画を推進
します。

暴力を防止するための地
域活動拠点等への啓発箇
所数（累計）

ドメスティック・バイオレン
ス被害者のうち、社会的自
立に向けた生活を始めた
人の割合

企業における女性リー
ダー育成研修の受講者数
（累計）

府庁における女性管理職
の割合

男女共同参画事業の男性
の参加者割合

府職員における育児休業
取得率（男性、女性）

マザーズジョブカフェでの
相談者のうち、就職した人
数（年間）

実態把握
（事業実績）

実態把握
（事業実績）

実態把握
（事業実績）

実態把握
（登用実績）

実態把握
（事業実績）

実態把握
（取得実績）

実態把握
（マザーズジョブ
カフェ利用実態
集計）

毎年60箇所で啓発

基準値の８ポイント増

毎年200人の受講

過去最高

基準値の1.5倍

KYOのあけぼのプラ
ンと同じ

基準値の20％増

平成26年度から
事業実施

平成26年度から
事業実施

－

42％
（平成25年度）

－

10.6％
（過去最高値・平成26年度）

26.5%
（平成25年度）

男性6.3％
女性100％

（平成25年度）

1,023人
（平成25年度）

●京都府家庭支援総合センターを中心に、府域全体
で、ドメスティック・バイオレンス被害者の一時保護や
安全な生活を支援するためのサポーターの派遣等
を実施するとともに、ドメスティック・バイオレンスの
防止に向けた啓発を推進します。

●最古の女流文学をはじめ文化・芸術、スポーツ、産業
から地域づくりに至るまで、幾多の女性が活躍して
きた京都の風土をいかし、女性の社会参画を多面的
に支援する「京のアクティブ女性応援事業」を創設し
ます。

●企業において管理職等として活躍する女性リーダー
を育成するため、国、京都市、経営者団体、労働団体、
大学等と連携してリーダー育成研修を実施します。

●起業をめざす女性向けのインキュベーション施設の
運営や、京都女性起業家賞の表彰等により女性の活
躍を支援します。

●女性の社会参画を促進するため、府庁において率先
して管理職への女性職員の登用を図ります。

●ワーク・ライフ・バランス実現に向けた取組を進める
とともに、男性の家庭や地域社会への参画を促進す
るため、家事、育児、介護、地域活動等の研修や率先
行動普及のためのリーダー養成等の取組を実施し
ます。

●家庭や地域の絆、子どもを慈しみはぐくむことの大
切さ等について啓発することにより、子育てや家庭
生活が尊重され、社会全体で子育てを支援する風土
づくりを推進します。

●まちづくりなどに参画する女性や子育て中の母親た
ちの交流の場の拡大や交流の機会づくりを支援しま
す。

●京都ジョブパークに開設した「ＪＰカレッジマザーズ
コース」により、働きたい女性一人ひとりのニーズに
応じて就業のためのスキルアップ等を支援します。

●マザーズジョブカフェにおいて、子育てしながら働き
たい人、ひとり親家庭の人など、一人ひとりのニーズ
に応じて子育て相談から就職あっせんまでワンス
トップで支援します。

240箇所
（平成27～30年度）

50％
（平成30年度）

800人
（平成27～30年度）

15%
（平成29年度）

40%
（平成30年度）

男性10％
女性100%

（平成27年度）

1,200人
（平成30年度）

ドメスティック・バ
イオレンス、セク
シュアル・ハラス
メントなどの人
権侵害の状況が
改善されること

社会で活動する
女性を取り巻く
環境が改善され
ること

男女がともに家
庭、地域へ参画
できる環境が整
うこと

結婚、出産等を
経ても意欲に応
じて就業できる
ようになること

男女の人権問題
の解決に取り組
むこと

家庭、地域、働く
場での男女共同
参画を推進する
こと

中
期
計
画    

地
域
共
生
の
実
現
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長時間労働など、男性が家庭や地域社会にかかわる時間を確保しにくく、育児や介護を担うことの多い女性が働
きにくい労働慣行がある中にあって、京都府は、男女が社会の対等な構成員として様々な場で自己実現できる社
会の実現に向かって進んでいきたいと考えています。
そして、このような社会の実現に向かっているかどうかや、基本目標の達成状況について、測定指標によって確認・
点検していくこととします。

現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●ドメスティック・バイオレンスの
相談件数は、相談体制の整備
等により、近年、大幅に増えて
おり、被害者の安全の確保や
社会的自立のための支援の充
実・強化が必要となっていま
す。

●管理的職業従事者に占める女
性の割合は全国・京都府とも
緩やかな上昇傾向にあるもの
の、なお、日本は、他の先進諸
国と比べて、政治家や企業の
管理職等に占める女性の割合
が低い水準にとどまり、京都府
でも低い水準となっているた
め、古来幾多の女性が活躍し
てきた京都の風土をいかし、
様々な分野で女性の活躍を促
進する必要があります。

●近年、若い世代ほど女性の就
業率が高くなってきているこ
とや、もともと就業率の高い
未婚女性が増えていることに
より、いわゆるＭ字カーブは緩
やかになっていますが、就職を
希望しながら育児・家事等との
両立が困難であるため、求職
活動をしていない女性も数多
く存在しています。

●共働き家庭や単独世帯の増
加、地域コミュニティの弱体化
など社会環境が変化する中
で、働き方の見直しや多様な
働き方の普及など、男女が共
に家事・育児・介護等と仕事が
両立できる環境を整備するこ
とが課題となっています。

○ドメスティック・バ
イオレンス被害者
の一時保護や自立
支援等を行う体制
の拡充を図り、男
女の人権問題の
解決に取り組みま
す。

○男女がともに社会
の対等な構成員と
して自己実現でき
るよう、家庭、地
域、働く場での男
女共同参画を推進
します。

暴力を防止するための地
域活動拠点等への啓発箇
所数（累計）

ドメスティック・バイオレン
ス被害者のうち、社会的自
立に向けた生活を始めた
人の割合

企業における女性リー
ダー育成研修の受講者数
（累計）

府庁における女性管理職
の割合

男女共同参画事業の男性
の参加者割合

府職員における育児休業
取得率（男性、女性）

マザーズジョブカフェでの
相談者のうち、就職した人
数（年間）

実態把握
（事業実績）

実態把握
（事業実績）

実態把握
（事業実績）

実態把握
（登用実績）

実態把握
（事業実績）

実態把握
（取得実績）

実態把握
（マザーズジョブ
カフェ利用実態
集計）

毎年60箇所で啓発

基準値の８ポイント増

毎年200人の受講

過去最高

基準値の1.5倍

KYOのあけぼのプラ
ンと同じ

基準値の20％増

平成26年度から
事業実施

平成26年度から
事業実施

－

42％
（平成25年度）

－

10.6％
（過去最高値・平成26年度）

26.5%
（平成25年度）

男性6.3％
女性100％

（平成25年度）

1,023人
（平成25年度）

●京都府家庭支援総合センターを中心に、府域全体
で、ドメスティック・バイオレンス被害者の一時保護や
安全な生活を支援するためのサポーターの派遣等
を実施するとともに、ドメスティック・バイオレンスの
防止に向けた啓発を推進します。

●最古の女流文学をはじめ文化・芸術、スポーツ、産業
から地域づくりに至るまで、幾多の女性が活躍して
きた京都の風土をいかし、女性の社会参画を多面的
に支援する「京のアクティブ女性応援事業」を創設し
ます。

●企業において管理職等として活躍する女性リーダー
を育成するため、国、京都市、経営者団体、労働団体、
大学等と連携してリーダー育成研修を実施します。

●起業をめざす女性向けのインキュベーション施設の
運営や、京都女性起業家賞の表彰等により女性の活
躍を支援します。

●女性の社会参画を促進するため、府庁において率先
して管理職への女性職員の登用を図ります。

●ワーク・ライフ・バランス実現に向けた取組を進める
とともに、男性の家庭や地域社会への参画を促進す
るため、家事、育児、介護、地域活動等の研修や率先
行動普及のためのリーダー養成等の取組を実施し
ます。

●家庭や地域の絆、子どもを慈しみはぐくむことの大
切さ等について啓発することにより、子育てや家庭
生活が尊重され、社会全体で子育てを支援する風土
づくりを推進します。

●まちづくりなどに参画する女性や子育て中の母親た
ちの交流の場の拡大や交流の機会づくりを支援しま
す。

●京都ジョブパークに開設した「ＪＰカレッジマザーズ
コース」により、働きたい女性一人ひとりのニーズに
応じて就業のためのスキルアップ等を支援します。

●マザーズジョブカフェにおいて、子育てしながら働き
たい人、ひとり親家庭の人など、一人ひとりのニーズ
に応じて子育て相談から就職あっせんまでワンス
トップで支援します。

240箇所
（平成27～30年度）

50％
（平成30年度）

800人
（平成27～30年度）

15%
（平成29年度）

40%
（平成30年度）

男性10％
女性100%

（平成27年度）

1,200人
（平成30年度）

ドメスティック・バ
イオレンス、セク
シュアル・ハラス
メントなどの人
権侵害の状況が
改善されること

社会で活動する
女性を取り巻く
環境が改善され
ること

男女がともに家
庭、地域へ参画
できる環境が整
うこと

結婚、出産等を
経ても意欲に応
じて就業できる
ようになること

男女の人権問題
の解決に取り組
むこと

家庭、地域、働く
場での男女共同
参画を推進する
こと

中
期
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画    

地
域
共
生
の
実
現
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　　　　だれもが生まれ育った土地に住み続けられる魅力ある社会へ

5 ふるさと定住
現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●平成22年国勢調査では、大
正9年の調査開始以来はじめ
て京都府人口が減少に転じ、
他府県への転出者が転入者を
上回っています。

●全国画一的な地域づくりが進
められ、地域の個性や魅力が
失われる中、若年層を中心と
した人口の減少と高齢化が進
み、これまで地域の生活を支
えてきた人の絆や助け合いな
ども薄れつつあります。

●豊かな自然に囲まれた農山漁
村での暮らしに対する潜在的
なニーズは大きく、農家民宿
や教育体験旅行等の都市農
村交流が地域で展開されてい
ますが、上下水道、交通、情報
通信、医療、教育など生活の利
便性の問題等から、農山漁村
への移住・定住者数は伸び悩
んでいます。

●農山漁村においては、企業の
立地が少なく、雇用機会が縮
小しており、就業機会を求める
若者を中心に、都市部への人
口移動が続いています。

●国内外における農林水産物の
産地間競争の激化や消費低
迷の中、農林水産業従事者の
所得確保・向上が求められて
います。

○生活環境を整え、
市町村や地域住民
が行う地域の資源
や個性をいかした
まちづくりを支援
し、個性豊かで住
みやすい地域をつ
くります。

○ふるさと定住を望
む人と地域との
マッチングや絆づ
くりなどを推進し、
農山漁村等の移
住・定住環境を整
えます。

○農林水産業の経
営強化や生産性の
向上、商業・工業等
の業種間連携、環
境・健康・観光等の
様々な産業の総合
化等により、農山
漁村の所得水準を
向上させます。

携帯電話不感地域世帯数

超高速ブロードバンド利用
不能世帯数

水洗化普及率（汚水処理
人口普及率）

農山漁村へ移住した都市
住民等の人数（累計）

農業振興地域の農用地に
おける再生可能な耕作放
棄地面積

里の公共員を配置する等
過疎高齢化が進む農山漁
村で地域再生活動に取り
組む地区数

都市住民等による農村保
全ボランティア活動実施
地区数（年間）

野生鳥獣による農産物被
害額（年間）

府内販売農家１戸当たり
の平均総所得（年間）

農山漁村ビジネス興しに
取り組む明日の京都村づ
くり事業等を実施する地
区数

府の支援による農家民宿
の開設数（累計）

実態把握
（市町村からの聞き取り）

実態把握
（市町村からの聞き取り）

３省（農林水産、
国土交通、環境）
合同発表汚水処
理人口普及率

実態把握
（ふるさとセンター
等からの聞き取り）

市町村「荒廃農地
調査」

実態把握
（事業実績）

実態把握
（事業実績、市町村
等からの聞き取り）

実態把握
（市町村からの聞
き取り）

農林水産省「経営
形態別経営統計」

実態把握
（事業実績）

実態把握
（事業実績）

不感地域の解消

基準値の50％減

完全水洗化

毎年100人の移住

解消

集落連携により地域
再生活動に取り組む
地区数

基準値の25％増

基準値の
2億2,500万円減

基準値の維持

基準値の４倍

基準値の1.8倍

基準値は参考表記

京都府農業振興
地域整備方針
（平成23年1月
改定）と同じ

平成26年度から
事業実施

基準値は参考表記

99世帯
（平成25年度末）

3,800世帯
（平成25年度末）

96.8％
（平成25年度）

35人
（平成25年度）

516ha
（平成24年度末）

－

15地区
（平成23～25年度平均）

4億8,500万円
（平成25年度）

553万円
（平成24年度）

7地区
（平成25年度末）

51軒
（平成25年度まで）

●市町村や地域住民が行う地域の資源や個性をいか
したまちづくりについて、携帯電話不感地域の解消
等の基盤整備や都市計画の見直し、コミュニティ対
策など、ハード・ソフト両方の取組を支援します。

●府民のだれもが水洗設備を利用できるよう、下水
道、集落排水、浄化槽など地域の実情に応じた水洗
化への取組を推進します。

●水道未普及地域の解消や水道事業の統合への助成
をはじめ、将来にわたり安心・安全な水を安定的に、
できる限り安価に供給できるよう地域の実情に応じ
た支援を行います。

●市町村と共同して府域全体の空き家情報を一括し
て発信し、空き家への移住を促進するほか、カフェや
アトリエなどへの有効活用を図るための「京都府農
山村地域における耕作放棄地・空き家条例（仮称）」
を策定し、「京都農村再生運動」を進めます。

●移住希望者のニーズにきめ細かく対応し、「移住相
談」から「現地案内」・「地域定着」までの伴走支援を
行う総合案内人「移住コンシェルジュ」を配置し、過
疎地域等における農村再生活動の新たな担い手確
保を図ります。

●モデルファーム運動や耕作放棄地の解消、農村ビジ
ネス村など京都村構想を進めます。

●農山村の活性化を図るため、過疎・高齢化が進む集
落の活性化や再生の取組に挑戦する命の里づくり
等の地域対策を進めます。

●過疎地等に居住する全国初の「里の公共員」を配置
し、公的な業務も行い公務員プラスワンとして地域
課題の解決に取り組みます。

●クラインガルテン（滞在型市民農園）や農家指導型
市民農園、農山漁村の多面的機能の維持保全を行う
ボランティア活動、二地域居住、農村週末居住など、
都市・農村交流と農村居住を促進するための多様な
取組を推進します。

●農山漁村において、生活必需品の販売、買い物補
助、デマンドバスの運行、田んぼのあぜ草刈りなど
様々な困りごとに柔軟に対応するコミュニティビジ
ネスを支援します。

●有害鳥獣の捕獲強化のための担い手確保や広域的
な体制整備を推進し、地域ぐるみで取り組む防除対
策、捕獲鳥獣の地域資源としての有効活用、鳥獣の
生息環境の整備等を進めます。

●農山漁村における魅力ある産業を育成するため、食
料生産、環境、健康、観光など様々な地域資源をいか
し、農商工連携や６次産業化に取り組みます。

●再生可能エネルギーが豊富な農山漁村に人々が住
み続けられるよう、エネルギーの地産地消や売電に
よる所得確保の取組を推進します。

０世帯
（平成30年度末）

1,900世帯
（平成30年度末）

100%
（平成32年度）

400人
（平成27～30年度）

０ha
（平成32年度末）

50地区
（平成30年度末）

19地区
（平成30年度）

2億6,000万円
（平成30年度）

553万円
（平成30年度）

27地区
（平成30年度末）

90軒
（平成30年度まで）

住宅、上下水道、
情報通信等の生
活基盤が充実す
ること

農山漁村の暮ら
しの利便性の向
上、魅力の発信
が進むこと

農林漁業の就業
環境や経営状況
が改善されるこ
と

個性豊かで住み
やすく魅力ある
地域をつくるこ
と

農山漁村の定住
環境を整えるこ
と

農山漁村の所得
水準を向上させ
ること

中
期
計
画    
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全国画一的な地域づくりにより地域の個性や魅力が失われるとともに、若者を中心に、就業機会を求めて都市部
へ人口移動し、少子化と相まって人口減少を加速させている中にあって、京都府は、だれもが生まれ育った土地
に住み続けられる魅力ある社会の実現に向かって進んでいきたいと考えています。
そして、このような社会の実現に向かっているかどうかや、基本目標の達成状況について、測定指標によって確認・
点検していくこととします。

現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●平成22年国勢調査では、大
正9年の調査開始以来はじめ
て京都府人口が減少に転じ、
他府県への転出者が転入者を
上回っています。

●全国画一的な地域づくりが進
められ、地域の個性や魅力が
失われる中、若年層を中心と
した人口の減少と高齢化が進
み、これまで地域の生活を支
えてきた人の絆や助け合いな
ども薄れつつあります。

●豊かな自然に囲まれた農山漁
村での暮らしに対する潜在的
なニーズは大きく、農家民宿
や教育体験旅行等の都市農
村交流が地域で展開されてい
ますが、上下水道、交通、情報
通信、医療、教育など生活の利
便性の問題等から、農山漁村
への移住・定住者数は伸び悩
んでいます。

●農山漁村においては、企業の
立地が少なく、雇用機会が縮
小しており、就業機会を求める
若者を中心に、都市部への人
口移動が続いています。

●国内外における農林水産物の
産地間競争の激化や消費低
迷の中、農林水産業従事者の
所得確保・向上が求められて
います。

○生活環境を整え、
市町村や地域住民
が行う地域の資源
や個性をいかした
まちづくりを支援
し、個性豊かで住
みやすい地域をつ
くります。

○ふるさと定住を望
む人と地域との
マッチングや絆づ
くりなどを推進し、
農山漁村等の移
住・定住環境を整
えます。

○農林水産業の経
営強化や生産性の
向上、商業・工業等
の業種間連携、環
境・健康・観光等の
様々な産業の総合
化等により、農山
漁村の所得水準を
向上させます。

携帯電話不感地域世帯数

超高速ブロードバンド利用
不能世帯数

水洗化普及率（汚水処理
人口普及率）

農山漁村へ移住した都市
住民等の人数（累計）

農業振興地域の農用地に
おける再生可能な耕作放
棄地面積

里の公共員を配置する等
過疎高齢化が進む農山漁
村で地域再生活動に取り
組む地区数

都市住民等による農村保
全ボランティア活動実施
地区数（年間）

野生鳥獣による農産物被
害額（年間）

府内販売農家１戸当たり
の平均総所得（年間）

農山漁村ビジネス興しに
取り組む明日の京都村づ
くり事業等を実施する地
区数

府の支援による農家民宿
の開設数（累計）

実態把握
（市町村からの聞き取り）

実態把握
（市町村からの聞き取り）

３省（農林水産、
国土交通、環境）
合同発表汚水処
理人口普及率

実態把握
（ふるさとセンター
等からの聞き取り）

市町村「荒廃農地
調査」

実態把握
（事業実績）

実態把握
（事業実績、市町村
等からの聞き取り）

実態把握
（市町村からの聞
き取り）

農林水産省「経営
形態別経営統計」

実態把握
（事業実績）

実態把握
（事業実績）

不感地域の解消

基準値の50％減

完全水洗化

毎年100人の移住

解消

集落連携により地域
再生活動に取り組む
地区数

基準値の25％増

基準値の
2億2,500万円減

基準値の維持

基準値の４倍

基準値の1.8倍

基準値は参考表記

京都府農業振興
地域整備方針
（平成23年1月
改定）と同じ

平成26年度から
事業実施

基準値は参考表記

99世帯
（平成25年度末）

3,800世帯
（平成25年度末）

96.8％
（平成25年度）

35人
（平成25年度）

516ha
（平成24年度末）

－

15地区
（平成23～25年度平均）

4億8,500万円
（平成25年度）

553万円
（平成24年度）

7地区
（平成25年度末）

51軒
（平成25年度まで）

●市町村や地域住民が行う地域の資源や個性をいか
したまちづくりについて、携帯電話不感地域の解消
等の基盤整備や都市計画の見直し、コミュニティ対
策など、ハード・ソフト両方の取組を支援します。

●府民のだれもが水洗設備を利用できるよう、下水
道、集落排水、浄化槽など地域の実情に応じた水洗
化への取組を推進します。

●水道未普及地域の解消や水道事業の統合への助成
をはじめ、将来にわたり安心・安全な水を安定的に、
できる限り安価に供給できるよう地域の実情に応じ
た支援を行います。

●市町村と共同して府域全体の空き家情報を一括し
て発信し、空き家への移住を促進するほか、カフェや
アトリエなどへの有効活用を図るための「京都府農
山村地域における耕作放棄地・空き家条例（仮称）」
を策定し、「京都農村再生運動」を進めます。

●移住希望者のニーズにきめ細かく対応し、「移住相
談」から「現地案内」・「地域定着」までの伴走支援を
行う総合案内人「移住コンシェルジュ」を配置し、過
疎地域等における農村再生活動の新たな担い手確
保を図ります。

●モデルファーム運動や耕作放棄地の解消、農村ビジ
ネス村など京都村構想を進めます。

●農山村の活性化を図るため、過疎・高齢化が進む集
落の活性化や再生の取組に挑戦する命の里づくり
等の地域対策を進めます。

●過疎地等に居住する全国初の「里の公共員」を配置
し、公的な業務も行い公務員プラスワンとして地域
課題の解決に取り組みます。

●クラインガルテン（滞在型市民農園）や農家指導型
市民農園、農山漁村の多面的機能の維持保全を行う
ボランティア活動、二地域居住、農村週末居住など、
都市・農村交流と農村居住を促進するための多様な
取組を推進します。

●農山漁村において、生活必需品の販売、買い物補
助、デマンドバスの運行、田んぼのあぜ草刈りなど
様々な困りごとに柔軟に対応するコミュニティビジ
ネスを支援します。

●有害鳥獣の捕獲強化のための担い手確保や広域的
な体制整備を推進し、地域ぐるみで取り組む防除対
策、捕獲鳥獣の地域資源としての有効活用、鳥獣の
生息環境の整備等を進めます。

●農山漁村における魅力ある産業を育成するため、食
料生産、環境、健康、観光など様々な地域資源をいか
し、農商工連携や６次産業化に取り組みます。

●再生可能エネルギーが豊富な農山漁村に人々が住
み続けられるよう、エネルギーの地産地消や売電に
よる所得確保の取組を推進します。

０世帯
（平成30年度末）

1,900世帯
（平成30年度末）

100%
（平成32年度）

400人
（平成27～30年度）

０ha
（平成32年度末）

50地区
（平成30年度末）

19地区
（平成30年度）

2億6,000万円
（平成30年度）

553万円
（平成30年度）

27地区
（平成30年度末）

90軒
（平成30年度まで）

住宅、上下水道、
情報通信等の生
活基盤が充実す
ること

農山漁村の暮ら
しの利便性の向
上、魅力の発信
が進むこと

農林漁業の就業
環境や経営状況
が改善されるこ
と

個性豊かで住み
やすく魅力ある
地域をつくるこ
と

農山漁村の定住
環境を整えるこ
と

農山漁村の所得
水準を向上させ
ること
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期
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